
様式第８（第２２条関係）

令和７年度電源立地地域対策交付金事業評価報告書

東政発第 330号

令和8年5月12日

関東経済産業局長　 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住所　茨城県那珂郡東海村東海三丁目７番１号

　　　　　　　　　　　　　　 氏名　東海村長　山田　修

（注）（１） 別紙は次の事業評価総括表及び事業評価個表の様式によること。

      （２） 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。

　令和７年５月３０日付け２０２５０４２２財関東第１６号をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策交付金にかかる交付金
事業の成果の評価について電源立地地域対策交付金交付規則第２２条第３項の規定により別紙のとおり報告します。



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和７年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

番号 措置名

地域活性化措置

備　考交付金充当額

40,500,000

交付金事業に要
した経費

44,000,000

交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

茨城県東海村

交付金事業の名称

スタートアップ支援施策基本構想策定事業



Ⅱ．事業評価個表（令和７年度）

交付金事業の成果目標及び成果
実績

スタートアップ支援施策基本構想策定事業は単年度で終了する事業のため

評価に係る第三者機関等の活用の有無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

スタートアップ支援施策基本構想策定事業は単年度で終了する事業のため

評価年度の設定理由

令和７年度評価年度

1

1

100.0%

成果指標成果目標

スタートアップ支援施策基本構想
の策定

革新的技術開発に取り組むス
タートアップ企業の誘致・支援

単位

件

件

%

成果実績

目標値

達成度

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

事業開始年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

交付金事業実施場所

交付金事業の概要

東海村東海三丁目地内

茨城県東海村

令和７年度

事業期間の設定理由

令和７年度事業終了（予定）年度

交付金事業に関する主要政策・施策：
　東海村産業振興ビジョン（令和7年3月策定）
　　第２章　東海村産業振興ビジョンが目指す将来像
　　　　２．重点施策の方向性
　　　　　　重点施策２　先端科学技術の集積地である強みを活かしたイノベーションの創出
　　第３章　アクションプラン
　　　　２．イノベーションの創出による生み出す力の強化

目標：本村の大きな強みである研究・技術開発の分野を最大限活用し，イノベーションの創出を目的に，研究機関や学術・教育
機関と行政で構成する「（仮称）スタートアップ支援検討会」を立ち上げ，我が国の原子力人材の拠点形成に関する「（仮称）
次世代エネルギーセントラルハブ構想」の策定に取り組む。

研究機関，教育機関等と，「（仮称）スタートアップ支援検討会」を設置し，人材の育成・集積やスタートアップ企業の誘致・
支援などを具体化・設計する「（仮称）次世代エネルギーセントラルハブ」を立ち上げるため，基本構想を策定する。

・検討会事務局運営　　　N＝１式
・基本構想策定　　　　　N＝１式

番号 措置名

地域活性化措置 スタートアップ支援施策基本構想策定事業

交付金事業の名称



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

契約の目的 契約の方法

スタートアップ支援施策基本構想策定業務委託 随意契約

産業部産業政策課

総合戦略部政策推進課

契約金額

44,000,000

契約の相手方

(株)三菱総合研究所

うち経済産業省分

交付金充当額

うち文部科学省分

交付金事業の契約の概要

40,500,000

40,500,000

交付金事業の総事業費等

総事業費

令和７年度 備　考

44,000,000

交付金事業の活動指標及び活動
実績

単位

式

式

%

活動実績

活動見込

達成度

活動指標

スタートアップ支援施策基本構想
の策定

令和７年度

1.0

1.0

100.0


